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第１章 佐々町水道事業ビジョン・経営戦略の策定にあたって

1.1 策定の趣旨

水道は、国民の公衆衛生の向上と生活環境の改善に寄与するとともに、産業経済活動
を支える、生活に必要不可欠なライフラインです。全国の水道事業では、将来的に水需
要が減少傾向となり、給水収益の確保が困難となることが見込まれるなか、既存施設の
維持管理や更新、災害対策の強化といった課題への取組が求められており、水道事業を
取り巻く環境を大きく変化しております。

平成２３年に発生した東日本大震災を契機に、水道事業のおける災害対策の強化が急
務になったことを受け、厚生労働省は平成２５年３月に「新水道ビジョン」を策定しま
した。このビジョンの中で、将来を見据えた水道の理想像を明示するとともに、その理
想像の具体化のため、今後、水道事業者が目指すべき方向性や実現方策などが示され、
平成２６年８月に総務省が「公営企業の経営に当たっての留意事項」を通知し、水道事
業を含む全ての地方公営企業に対して、将来にわたって安定的に事業を継続していくた
めに、中長期の経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、それに基づいた経営基盤
の強化を図ることが必要であると示されました。

また、令和６年１月に発生した能登半島地震を受け、令和６年９月２４日に国土交通
省から災害時における上下水道の機能確保を目的とした「上下水道耐震化計画」策定の
依頼が発出されました。

佐々町では、平成２８年３月に「佐々町水道事業ビジョン」を策定し、理想像「安全
で美味しい水をいつまでも」のもと、事業の効率的かつ持続的な運営のための取組を進
めてきました。また、平成２８年１１月に「佐々町水道事業経営戦略」を策定し、将来
にわたって安定的に事業を継続していくための経営計画を推進してきました。

本町においては、節水機器の普及、節水意識の高まりなどにより家庭用使用水量の省
水化の傾向があり、給水収益が減少傾向にあります。さらに、給水人口については、こ
れまで微増・横ばいで維持していましたが、今後は減少に転じ、将来にわたって給水収
益が年々減少していく予測となっています。また、経年による老朽化した施設や水道管
の更新、水系の見直し、地震等の自然災害への対応などに伴い、将来の投資費用の増加
も予想されます。

このような課題への対応、そして経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組
むため、中長期的な更新需要予測に基づく『投資計画』と、財源構成とその実現可能性
を検証した『財政計画』とを整合させ、新たに経営戦略を包含した「佐々町水道事業ビ
ジョン・経営戦略」（以下、「本計画」という。）を策定するものです。
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計画期間：令和７（２０２５）年度から令和１６（２０３４）年度までの１０年間
目標年度：令和１６（２０３４）年度

1.3 計画期間・目標年度

1.2 位置づけ

佐々町では、これからのまちづくりの基本的方針となる「第７次佐々町総合計画」を
令和３年３月に策定しています。本計画は総合計画の下位に位置する計画として、総合
計画における方針を達成するための施策を提示します。

図1-1 計画の位置付け
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第２章 佐々町水道事業の概要

2.1 佐々町水道事業の概要

2.1.1 沿革
佐々町の水道は昭和２６年に認可を得て、昭和３０年４月に計画給水人口１５，０

００ 人（計画一日最大給水量２，１００㎥）を対象に、給水を開始しました。
その後、表２－１のとおり認可を変更し、現在、計画給水人口１３，５００人（計

画一日最大給水量９，２００㎥）を対象に給水を行っています。

名称
認可

（届出）
年月

目標年度
計画給水

人口
（人）

計画1日最大
給水量

（㎥/日）

創設 昭和26年4月 昭和35年 15,000 2,100

第1次拡張 昭和41年1月 昭和50年 15,000 2,100

第2次拡張 昭和41年12月 昭和52年 9,500 2,220

第3次拡張 昭和55年3月 昭和60年 11,500 4,000

無水源簡水地区
拡張 昭和60年4月 昭和69年 12,130 4,000

第4次拡張 平成9年5月 平成18年 14,000 8,000

第5次拡張 平成27年2月 平成31年 13,500 9,200

表2-1 認可状況
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図2-1 佐々町給水区域図



-5-

2.1.3 水源

佐々町では佐々川表流水２，４００ｍ3/日と地下水６，８００ｍ3/日を水源としてい
ます。

このうち、浄水場３号深井戸は平成２６年度に認可を取得し、平成２８年度に導水管
の整備が完了しています。また、皿山深井戸については導水管の整備を実施していない
ため、現在では利用できない状況にあります。

一方、地下水については水質悪化や取水可能量の減少が見られるものがあり、今後活
用していく水源を精査する必要があります。

表2-2 水源一覧

2.1.2 給水

本町の給水区域は１１．８３k㎡（行政区域面積３２．３０k㎡）となっており、地下
水及び佐々川表流水を水源とし、佐々町浄水場で作った水を表２-３に示す各施設を経
由し、各世帯に給水しています。

令和５年度末の給水人口は１３，８５０人となっており、図２-２は本町の給水状況
を示しています。

図2-2 令和５年度末の給水状況

給水人口

１３，８５０人
普及率

９９．９％
有収水量

２，０７０，５３９㎥

種 別 名 称
計画取水量
（㎥/日）

表流水 佐々川 2,400
地下水 浅井戸 1,600
地下水 浄水場１号深井戸 700
地下水 浄水場２号深井戸 700
地下水 皿山深井戸 1,200
地下水 報国深井戸 1,400
地下水 浄水場３号深井戸 1,200

9,200
8,000

地下水
河川公園深井戸
（予備水源）

（900）

合 計
合計うち皿山深井戸除く
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2.1.4 浄水施設

佐々町の浄水場は１箇所であり、薬品沈殿、急速ろ過による水処理を行っています。
昭和５５年の建設時から随時設備更新を行っておりますが、老朽化が進んでいます。

沈殿池 ろ過池

図2-3 取水・浄水フロー
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表2-3 施設一覧

2.1.5 取水・導水・送配水施設

取水・導水施設３施設、送水施設９施設、配水施設１４施設の合計２６施設保有してい
ます。

浄水場から北部配水池、中央配水池に送水した浄水はポンプ所、配水池を経由して町内
に給水しています。

北部 中央
皿山深井戸 平成7年度 取水・導水 鋼管 － － － － －
報国深井戸 平成8年度 取水・導水 鋼管 － － － － －
河川公園深井戸
（予備水源）

平成30年度 取水・導水 鋼管 － － － － －

神田ポンプ所 平成3年度 送水 ＲＣ造 〇 40 42.0 40.4
江里第１ポンプ所 昭和61年度 送水 ＲＣ造 〇 5 66.3 65.3
江里第２ポンプ所 昭和61年度 送水 ＲＣ造 〇 5 165.3 164.3
迎木場ポンプ所 昭和61年度 送水 ＲＣ造 〇 5 254.0 252.8
志方ポンプ所 平成5年度 送水 ＦＲＰ一体型 〇 10 50.0 －
南部中継ポンプ所 平成10年度 送水 ＳＵＳ構造 〇 100 36.0 33.5
小浦工業団地貯水槽 平成27年度 送水 ＳＵＳ構造 〇 1,000 9.6 4.6
新平野ポンプ所 令和2年度 送水 ＳＵＳ構造 〇 30 59.6 57.1
迎木場増圧ポンプ所 令和6年度 送水 － 〇 － － －
角山増圧ポンプ所 令和6年度 送水 － 〇 － － －
新平野配水池 令和4年度 配水 ＳＵＳ構造 〇 207 186.5 183.0
中央配水池 昭和56年度 配水 ＰＣ造 〇 2,000 72.8 64.8
北部配水池 平成3年度 配水 ＰＣ造 〇 1,500 91.5 83.5
南部配水池 平成10年度 配水 ＳＵＳ構造 〇 1,500 72.8 65.3
神田配水池 平成13年度 配水 ＳＵＳ構造 〇 100 173.0 170.5
大茂配水池 昭和60年度 配水 ＲＣ造 〇 40 230.0 227.5
木場配水池 昭和60年度 配水 ＲＣ造 〇 60 202.5 200.0
角山配水池 平成5年度 配水 ＲＣ造 〇 72 249.5 246.9
角山第１減圧槽 平成5年度 配水 ＲＣ造 〇 7 205.4 －
角山第２減圧槽 平成5年度 配水 ＲＣ造 〇 1.7 135.1 －
牟田原配水池 昭和61年度 配水 ＲＣ造 〇 15 352.0 350.3
志方配水池 平成9年度 配水 ＦＲＰ構造 〇 10 170.0 168.4
千本減圧井 令和5年度 配水 ＳＵＳ構造 〇 9 97.9 96.4

有効容量
（㎥）

Ｈ.Ｗ.Ｌ
（ｍ）

Ｌ.Ｗ.Ｌ
（ｍ）

設置年度名称 施設種別 構造型式
系統
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図2-4 佐々町水道事業全体平面図
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図2-5 人口の推移

2.1.7 水需要
行政区域内人口、給水人口ともに１３，０００人～１４，０００人程度で推移している状況で

す。

〈管路〉

種 別 ～Φ100以下
Φ101～
150以下

Φ151～
200以下

Φ201～
250以下

Φ251～
300以下

Φ301以上 合 計

導水管 0.06km 0.77km 2.77km 0.00km 0.00km 0.02km 3.61km
送水管 0.00km 0.29km 2.33km 0.00km 2.38km 0.00km 5.00km
配水管 88.85km 8.89km 3.18km 1.39km 0.47km 0.61km 103.38km
合計 88.90km 9.94km 8.27km 1.39km 2.86km 0.62km 111.99km

表2-4 管路一覧

2.1.6 管路

管路については、令和５年度末現在で、導水管３．６１ｋｍ、送水管５．００ｋｍ、
配水管１０３．３８ｋｍの合計１１１．９９ｋｍとなっています。

送配水管に関しては、硬質塩化ビニル管などの耐震性の劣る管路も多く布設されてお
り、布設替えに合わせて耐震管に変更していく必要があります。

13,951

14,017
14,000

13,965

14,047

13,866
13,933

14,000
13,984

13,949

14,031

13,850

13,750

13,800

13,850

13,900

13,950

14,000

14,050

14,100

H30 R1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 R5

行政区域内人口 給水人口

（人）

（年度）
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図2-7 給水量の推移

生活用水量は２，８００㎥/日前後で推移しており、生活用原単位も２００ℓ/人・
日前後となっています。業務営業用水量は７００㎥/日台で推移していましたが、令和
５年度で少し落ち込んでいます。工場用水量は令和元年度をピークとして、その後は
２，１００㎥/日台で推移している状況です。その他用水量は概ね５０～６０㎥/日台
で推移しています。

図2-6 用途別水量の推移

2,784 2,762
2,869 2,859 2,862 2,809

786 761 709 712 728 689

2,128 2,245
2,057

2,150 2,115 2,101

31 50 60 65 59 59
74 39 0 0 0 0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H30 R1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 R5

生活用 業務営業用 工場用 その他 分水

水量（㎥/日）

（年度）

5,804 5,857 5,694 5,786 5,764 5,657

6,806
6,835

6,505
6,572

6,743

6,288

8,508
8,238

7,250

8,121 8,118

7,702

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H30 R1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 R5

有収水量 １日平均給水量 １日最大給水量

水量（㎥/日）

（年度）
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表2-5 人口・水量実績

Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

(人) 13,951 14,017 14,000 13,965 14,047 13,866

(人) 13,948 14,014 13,996 13,961 14,043 13,862

(人) 3 3 4 4 4 4

(人) 13,933 14,000 13,984 13,949 14,031 13,850

(人) 15 14 12 12 12 12

(％) 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9

(戸) 5,875 5,951 6,070 6,069 6,191 6,159

(人/戸) 2.37 2.35 2.30 2.30 2.27 2.25

１ 人 １ 日 (㍑/人/日) 200 197 205 205 204 203

１ 日 平 均 (ｍ3/日) 2,784 2,762 2,869 2,859 2,862 2,809

(ｍ3/日) 786 761 709 712 728 689

(ｍ3/日) 2,128 2,245 2,057 2,150 2,115 2,101

(ｍ3/日) 31 50 60 65 59 59

(ｍ3/日) 74 39 0 0 0 0

(ｍ3/日) 5,804 5,857 5,694 5,786 5,764 5,657

(ｍ3/日) 62 47 59 63 61 62

(ｍ3/日) 5,866 5,904 5,753 5,849 5,825 5,719

(ｍ3/日) 940 931 752 723 918 569

(ｍ3/日) 6,806 6,835 6,505 6,572 6,743 6,288

(㍑/人/日) 488 488 465 471 481 454

(ｍ3/日) 8,508 8,238 7,250 8,121 8,118 7,702

9月27日 2月19日 1月13日 12月24日 12月15日 7月12日

(㍑/人/日) 611 588 518 582 579 556

(％) 85.3 85.7 87.5 88.0 85.5 90.0

(％) 86.2 86.4 88.4 89.0 86.4 91.0

(％) 0.9 0.7 0.9 1.0 0.9 1.0

(％) 80.0 83.0 89.7 80.9 83.1 81.6

給 水 人 口

行 政 区 域 内 人 口

給 水 区 域 内 人 口

給 水 区 域 外 人 口

無 効 水 量

給 水 区 域 内 未 給 水 人 口

給 水 普 及 率

給 水 戸 数

世 帯 人 員

用

途

別

水

量

有

効

水

量

有

収

水

量

生 活 用

業 務 ・ 営 業 用

工 場 用

そ の 他 用

分 水 量

有 収 水 量 計

無 収 水 量

有 効 水 量 計

有 効 率

有 効 無 収 率

負 荷 率

１ 日 平 均 給 水 量

１ 人 １ 日 平 均 給 水 量

１ 日 最 大 給 水 量

発 生 日

１ 人 １ 日 最 大 給 水 量

有 収 率
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2.1.8 水道料金

本町の水道料金は、１０㎥までの2段階の基本料金と１０㎥以上の水量に応じて負担
していただく従量料金で構成されています。

【料金体系】 （参考）
水量 料金（税抜き） 水量 料金（税込み）
５㎥まで 1,000円 20㎥ 3,190円
6㎥～10㎥まで 1,300円 50㎥ 8,470円
11㎥～ 160円/㎥ 100㎥ 17,270円

1,000㎥ 175,670円

表2-6 水道料金表

2.1.9 組織

令和７年３月時点で、水道課９名（正規職員８名、会計年度任用職員１名）のうち７
名（正規職員６名（課長１名、課長補佐２名、班員３名）、会計年度任用職員１名）が
水道事業に関する業務に従事しています。
※課長、課長補佐は水道事業、下水道事業兼任。

町長 水道課長
課長補佐

２名

上水道班

４名

下水道班

２名

図2-8 組織図

表2-7 職員の構成

水道課

年 齢 事 務
事 務

(会計年度)
技 術

技 術
(会計年度)

合 計

～29歳 １人 ０人 １人 ０人 ２人
30～39歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
40～49歳 ０人 １人 １人 ０人 ２人
50～59歳 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
60歳以上 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人
合 計 １人 １人 ２人 ０人 ４人
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2.2 これまでの経営健全化の取組

【施設維持管理等の民間委託による業務の効率化】
浄水場をはじめ、町内各水道施設の運転監視、施設点検、検針業務及び開閉栓業務

を民間に業務委託することにより、経費縮減と業務の効率化を図っています。

【サービスの維持、向上】
水道料金の支払いについて、従来の口座振替に加え、平成３１年４月から利便性と

収納率の向上を目的とし、納期限内であれば曜日や時間帯を問わないコンビニ納付や
スマホアプリ決済を開始しています。

水道の使用開始や廃止の手続きに関し、窓口での手続きに加え、令和６年７月から
営業時間に関係なくホームページ上の専用フォームによるオンライン申請が可能とな
り、お客様の利便性の向上と事務の効率化を図っています。

【施設の更新等による配水方法の見直し】
ポンプ加圧により送水を行っていた一部地域において、配水池の築造により水系を

統合し自然流下方式での配水方法に見直すなど、水道の安定供給や動力費などのコス
ト削減に取り組んでいます。

【広域・共同化の取組】
令和５年３月に策定された「長崎県水道広域化推進プラン」に基づき、県と市町村

で構成する「長崎県水道事業広域連携推進会議」及び本町と近隣市町で構成する地域
ブロックにおいて、業務の一体化やシステムの共同化など周辺自治体との連携強化に
向けた検討を進めています。
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2.3 経営比較分析表を活用した現状分析

経営比較分析表（令和５年度決算）で本町水道事業における直近５か年の決算状況
を確認しました。本町では、類似団体平均や全国平均に比べ、おおむね良好な経営状
況となっています。

しかしながら、今後、人口減少に伴う水需要の減少や施設老朽化に伴う更新投資の
増加が見込まれていることから、経営健全化に向けた取組が必要となります。

指標等 現状分析結果

経常収支比率
類似団体平均と比べて高くはなっているが、年々低下している状
況である。給水収益の減少が原因と考えられることから経営改善
に向けた料金体系の検討が必要である。

累積欠損金比率 欠損金は無いため、引き続き状況を保持していく必要がある。

流動比率
全国平均及び類似団体と比べると大幅に高い状況であるものの、
令和４年度からの投資により減少傾向である。今後も施設更新等
の投資が必要となるため、減少していく見込みである。

企業債残高対
給水収益比率

令和４年度から更新投資が増加し、その財源として企業債を活用
しているため増加傾向であり、今後さらに増加していく見込みで
ある。

料金回収率

全国平均及び類似団体平均と比べると高い状況ではあるが、今後
の施設更新等の投資により、大幅に減少することが予想される。
更新投資に係る補填財源を適正に確保できるような経営健全化策
が求められる。

給水原価 全国平均及び類似団体平均と比べると安価となっているが、令和
４年度からの投資により上昇傾向にある。

施設利用率
おおむね横ばいで推移しているが、全国平均及び類似団体平均に
比べると高い数値となっている。
今後の水需要予測に基づいた施設計画が必要である。

有収率
類似団体平均よりも高い数値であるが、ほぼ全国平均並みに推移
している。令和５年度決算では９０％と高い水準を示したので、
漏水調査等により引き続き高い水準を保っていく必要がある。

表2-8 経営比較分析表を活用した現状分析の結果
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令和５年度決算に差し替え
（令和７年２月末公表予定）
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第３章 将来の事業環境

3.1 給水人口の見通し

給水収益の分析にあたっては、給水人口（水道を使用する人口）の推移が重要な指
標となるため、将来の予測を行いました。

本町の給水人口は、国立社会保障・人口問題研究所の現在の５年ごとの将来推計人
口を基準に、年度ごとの人口を直線補間することで算出しました。

算出した給水人口は、年々減少傾向となる予測結果となり、目標年度の令和１６年
度には１２，９０４人（令和５年度（１３，８５０人）から６．８％減少）となる見
込みです。

図3-1 給水人口予測
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3.2 水需要の見通し

有収水量は、一般用水量と営業用、工業用、官公等のその他水量を足し合わせたも
のとし、一般用水量は令和５年度１人当たり有収水量に見込み人口を乗じ、その他水
量は前年度に９９％の乗率を乗じ推計しました。

有収水量は、令和元年度をピークに徐々に減少しており、給水人口の減少予測が見
込まれることから、将来の有収水量も減少傾向で推移する見通しとなっています。

有収率については、令和5年度決算において９０．０％となり、類似団体よりも高い
水準となっています。

しかしながら、全国平均と比較すると特筆して高い水準ではなく、より効率的な事
業運営を目指し、引き続き有収率の向上を図っていくこととします。

図3-2 水需要予測
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3.3 給水収益の見通し

本町では、最新の水道料金改定が昭和５８年４月となっており、令和５年度決算に
おける供給単価が１５８．６１円／㎥となっています。

令和５年度決算の結果を踏まえ、現在の水道料金体系を維持した場合、計画最終年
度の令和１６年度の給水収益は２９９，１２５，４５４円になる見込みで、令和５年
度決算と比較し８．９％減少します。また、令和２２年度の給水収益は２８１，８４
４，８９４円となる見込みで、令和５年度決算と比較し１４．２％減少します。

図3-3 給水収益見通し
（円）
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3.4 水源の見通し

既認可水源として９，２００㎥/日の水源を確保していますが、水質・水量に課題
のある水源も含まれています。このため、今後の取水量の変動や水質の変化に注意し
ておく必要があります。
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3.5 施設の見通し

本町は、事業の拡張に合わせ、多くの施設を建設し、管路の延長を行ってきました。
有形固定資産減価償却率は、令和５年度決算で資産全体の約４５％となっています。

安定的な水供給を実現するためには、老朽化した施設（管路）の更新が必要となるこ
とから、中期における更新投資を試算しました。その結果、今後１０年の更新費用は図
３-５のとおりとなっており、令和６年度～令和８年度に実施する浄水場送水ポンプ室
築造事業により一時的に更新投資が増大していますが、令和９年度からは２億円～３億
円／年の費用を見込んでおり、令和１６年度までの更新投資見込みは４５．３億円と
なっています。

今後は、施設の統廃合や管路の見直しなど、財政状況を勘案しながら、計画の実施に
ついて随時検討していくことが必要です。

図3-4 償却対象資産にかかる償却済資産の割合（令和５年度決算時点）
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図3-5 計画年度までの更新投資

3.6 組織と事業運営
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第４章 佐々町水道事業の課題と方針

4.1 前期水道事業ビジョンにおける課題の評価

本計画策定に際し、前期水道事業ビジョン期間内における課題への対応を整理し、
評価を行いました。

4.1.1 基本目標：持続する水道

（1）基本施策：広域化の検討
【広域化に向けた取組】

近隣水道事業者との広域化の必要性について、長崎県の水道事業広域連携推進会議
に参加し、近隣水道事業者とソフト・ハード面について問題、課題の抽出を行い、ま
た、広域的観点から施設の維持管理や料金徴収業務などの低コスト化についての検討
を行いましたが詳細な事業実施に至る結論は出ませんでした。

引き続き、近隣水道事業者との協議を継続しながら広域化の検討を行っていく必要
があります。

（2）基本施策：効率的で持続可能な事業運営の検討
【ＰＰＰ（Pablic Private Partnership：官民連携）の検討】

官民連携の実施については、令和２年度から施設の維持管理業務の民間委託を開始
しましたが、包括的民間委託にとどまっており、ＰＰＰの導入には至っていません。

引き続き、民間力による技術力の確保を行うため、ＰＰＰの導入について検討を進
める必要があります。
【人材の確保】

広域化、ＰＰＰの導入について検討を行い、技術力の確保に係る検討を行いました。
しかしながら、技術継承に係る人員配置については、現状維持となっています。技術
継承に向けては県が推奨する技術継承マニュアルを活用し、近隣水道事業者との意見
交換を行いました。

引き続き、計画的な事業運営が行えるような体制の構築、技術の継承を検討してい
く必要があります。
【水道サービスの向上に向けた情報収集】

コンビニ収納サービスやインターネット申込の導入を行い、町広報誌・ホームペー
ジにて広報周知を行いました。

引き続き、 ＩＣＴ（Information and Communication Technology）を活用した
ＤＸ（Digital Transformation）、漏水調査等の新技術に係る情報取集を行いながら
取り入れていく必要があります。

（3）基本施策：効率的な施設配置と再構築
【効率的な施設の配置、稼働の検討】

効率的な配水を行うため、施設の統廃合による木場地区、平野地区の配水系統の見
直しを実施し、水源余裕率（ＰＩ）向上のため水源開発調査を実施しました。また、
計画的な配水管更新工事の実施により水量、水圧の公平化、維持管理の適正化に努め
ました。（表４－１のとおり）

今後も効率的な施設配置については、人口の推移や分布を見ながら、戦略的に実施
していく必要があります。



-22-

（4）基本施策：適正な料金収入確保
【安定的な水道料金確保】

給水人口の減少等による減収が予測されるため、中期的な経営収支の見通しを作成
し、水道料金改定の必要性に係る試算を行い、改定に係るスケジュールの検討を行い
ました。

今後は、経営収支見通しの更新を行いながら、中期的な更新需要を睨んだ料金改定
の検討を行っていく必要があります。
【水道未普及地区の解消】

水道普及率は９９．９％となっており、令和５年度末で９世帯１６人が未給水と
なっています。水道未普及地区の解消を行うため、該当世帯に意向調査を行いました
が、接続意思の確認が取れませんでした。

今後の未普及地区の解消に係る対応については、給水区域の見直しを含め、整備費
用等の経営的な観点も合わせて検討する必要があります。

（5）基本施策：より一層の経費縮減
【経営状況の改善】

給水人口・有収水量が減少し、更新投資の増加や物価高騰等による費用が増加して
きていることから、中期的な経営収支見通しを作成して、料金改定や費用縮減の検討
を行いました。

中長期的な収支については、給水人口の減少等による減収が予測されるため、経費
縮減の取組を進めていくとともに、料金改定等の経営改善策の実施が必要となります。

（6）基本施策：省エネルギー対策の推進
【省エネルギーに配慮した取り組みの推進】

水道施設の省電力対策として、太陽光、小水力発電の導入可能性調査を実施し導入
に向けた検討を行いましたが、経済的な観点から採用に至りませんでした。

引き続き、既存施設の更新時に省エネルギーに配慮した設備への入替え等の検討を
行い、省エネルギーに配慮した取り組みの推進を図っていく必要があります。

（7）基本施策：渇水時を想定した給水体制の構築
【渇水を想定した水源の確保】

渇水発生時に応急対策の諸活動を迅速かつ的確に実施できる体制をつくり、通常給
水の早期の回復を行うことを目的として、渇水対策マニュアルを平成３１年３月に策
定しました。

河川認可水量の増加については、県へ関係団体等との協議の場の設定について継続
的に要望を行いました。また、保有している地下水源の維持管理、メンテナンスを実
施しました。

引き続き、河川認可水量の増加について継続的に要望を行っていくとともに、地下
水源の水量確保、水質向上に向けた対応を行っていく必要があります。
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表4-1 送配水施設の課題解消に向けた対応一覧
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4.1.2 基本目標：安全な水道

（1）基本施策：原水水質に適した浄水処理の実施
【水質に係る施設整備の実施】

浄水処理の過程において、原水の高ｐＨに対応するための希硫酸注入設備、鉄、マン
ガンを処理するための中塩素注入設備の整備を行いました。

今後も原水の水質等を注視しながら、浄水処理の実施を行っていく必要があります。

（4）鉛製給水管の解消
【鉛製給水管への対応】

水害等により過去の台帳が残存していないため、鉛製給水管の布設箇所の把握が出来
ていませんが、配水管の更新や給水管漏水修繕時に発見された鉛製給水管の撤去を行っ
ているのが現状です。

引き続き、配水管更新や漏水修繕の際に撤去を行うとともに、布設可能性がある地区
や個人に対し広報を行いながら、鉛製給水管の撤去を進めていく必要があります。
【需要者への安全性に関する説明責任】

漏水調査や水道メーター取替等の事業実施について町広報誌で広報し、毎年の水質検
査計画及び水質検査結果の公表を町ホームページで行いました。

引き続き、さまざまな広報媒体を通じ、町民への事業実施や水道の安全性に係る周知
を行っていく必要があります。

（3）貯水槽水道の衛生管理強化
【貯水槽水道の適切な衛生管理】

貯水槽水道については、点検結果の確認を行い、必要に応じ指導、助言等の対応を行
いました。

引き続き、点検報告に係る指導、助言を行いながら貯水槽水道の衛生管理を徹底して
いく必要があります。
【給水装置の安全性及び給水装置工事業者の質の確保】

提出された給水工事台帳のチェック体制の強化を行い、必要に応じ指導等を行いまし
た。

引き続き、給水台帳等による工事内容のチェックを継続し、適正な給水装置工事を実
施させる体制構築の必要があります。また、給水装置工事業者の質の確保についても県
等が行う研修等への参加を勧奨していくなど、積極的に進めていく必要があります。

（2）水源汚染リスクの軽減
【水質汚染事故対策マニュアル、水安全計画の策定】

水質事故などの発生時の対応、通常給水の早期回復と計画的な応急給水の実施などの
応急対策の諸活動を迅速かつ的確に実施できる体制構築の行動指針としての水質汚染事
故対策マニュアル（令和２年１月）及び安全な水の供給を確実にするシステムづくりを
目指した水安全計画（平成２９年１２月）の策定を行いました。

引き続き、水質監視体制の構築を継続していくとともに、様々な水源汚染リスクへの
対応が行えるよう、マニュアル等の見直しを行っていく必要があります。
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4.1.3 基本目標：強靭な水道

（1）災害時の応急活動体制の構築
【災害時の応急活動体制の構築】

緊急時の応急活動体制を構築するため、施設事故・停電対策マニュアル及びテロ対
策マニュアルを令和２年１月に策定しました。

今後も、想定される自然災害等に備え、必要に応じマニュアルを改定していく必要
があります。

（2）基幹水道施設の耐震化推進
【基幹施設の耐震性の確保】

町内水道施設に係る耐震診断実施に係る実施スケジュールの検討を行いました。
今後は、スケジュールに基づく耐震診断を実施し、基幹水道システム（施設、管

路）の耐震化を優先的に進めていく必要があります。

（3）近隣水道事業者との連携
【業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に向けた検討実施】

水道事業の業務継続計画策定に向けた検討が行えていません。今後想定される災害
等の際に、業務継続できるように引き続き策定に向け、実施検討を行っていく必要が
あります。
【他水道事業者等との応援体制及び応援給水体制の構築】

他水道事業者との応援体制の構築に係る協議を行いましたが、個別協定の締結には
至りませんでした。

引き続き、他水道事業者等との継続的な協議を行い、さまざまな災害に対応が可能
な応援体制の構築を進めていく必要があります。
【重要給水施設の把握及び給水体制の構築】

町防災部局と協議し重要給水施設の選定を行い、重要給水施設への給水体制の強化
を図るため、計画期間５か年の上下水道耐震化計画を策定しました。また、配水管改
良工事において、耐震管を採用し布設替えを行いました。

今後は、上下水道耐震化計画に基づき、重要給水施設へ接続する施設、管路等の耐
震化を進めていく必要があります。
【災害時指揮系統の明確化】

水道課長を対策本部長とする施設事故・停電対策マニュアルを令和２年１月策定し
ました。大規模災害の際は、町地域防災計画及び施設事故・停電対策マニュアルの運
用により給水体制の早期復旧を行うことが重要となります。
【災害時の資機材等の調達】

日本水道協会における災害応援の制度もあり、今計画期間においては個別協定等の
締結には至りませんでした。

引き続き、災害時の早期の給水体制復帰に向けた人材、資機材等の調達に係る体制
作りを検討していく必要があります。

（4）需要者への災害対策情報の周知
【災害対策情報の周知】

期間内において、積極的に周知することが出来ませんでした。
災害時の早期の応急給水体制構築のため、町防災部局、福祉部局とも連携し、積極

的に災害対策に関する広報を進めていくことが必要となります。
【住民との連携体制の構築】

期間内において、防災訓練等の住民との連携体制構築に係る取り組みを実施するこ
とが出来ませんでした。

今後は大規模災害の発生等に備え、町防災部局、福祉部局とも連携し、住民との連
携体制構築に係る取り組みを進めていくことが必要となります。



-26-

佐々町は、２０２１年度から２０３０年度が計画期間の「佐々町第７次総合計画」
において、「暮らしいちばん！住むならさざ～みんなが輝き、みんなで創るまち～」
を将来像に掲げ、その実現に向けて、７つの基本目標を掲げて取り組んでいます。

水道事業は、その基本目標の一つである「『生活・安全』を大切にするまち」に位
置付けられており、本計画では、基本理念を「おいしく安全な水をいつまでも」と定
めました。

この基本理念のもと、現状、課題及び将来の事業環境の見通しを踏まえて、「水の
安定供給」「水道施設の強靭化」「健全な経営の確立」の３つの観点から基本方針を
設定し、具体的な方向性を示したうえで、今後の水道事業の運営を行っていきます。

図4-1 佐々町第7次総合計画抜粋

4.2 本計画における方針と課題

4.2.1 経営の基本方針
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4.2.2 佐々町水道事業における課題のまとめ

前期水道ビジョンにおける課題の評価結果を踏まえ、佐々町水道事業における新たな
課題を表４－２、表４－３のとおり整理します。

表4-2 佐々町水道事業における課題①

分類
現状評価の結果又は将来の事業環境を

踏まえた課題の整理

(水道事業ビジョン作成の手引きより)

目標設定

(水道事業ビジョン作成の手引きより)
佐々町水道事業における課題(現状)

基本：水道施設の計画的な更新の

ために必要な財源を確保できる

か。

基本：中長期的な財源確保の見込

みをつける。

・近隣水道事業者等と広域化の検討を

開始する。

・実現可能な範囲から発展的広域化を

推進する。

・官民連携やＰＰＰ

（Public PrivatePartnership）の検

討は進んでいるか。

・効率的で持続可能な事業運営のため

の民間活用の導入する。

・水道職員の異動に伴い、経験年数が急

減しており、技術継承が課題である。下

水道事業との共同による検討が必要。

・水道未普及地域は解消されている

か。
・未普及地域を解消する。

・経済性を検討しながら進めていく必要

がある。

・水需要の減少を見据えた効率的な施

設配置、施設稼働率となっているか。

・効率的に水道施設の再構築を進めて

いるか。

・水道施設の更新に合わせ、将来の水

需要を見据えた効率的な施設の配置と

再構築を行う。

・佐々川の水量減少、井戸水の水質悪化

に伴い、追加の水源開発及び将来的な水

需要を予測した施設更新計画の検討が必

要。

・適正な料金収入を確保する。
・将来の更新需要や収支見通しの状況を

鑑み費用の縮減や適正料金への見直しの

検討が必要。

・より一層の経費縮減を実現する。
・全国的な物価上昇、耐震化や老朽化に

係る更新投資、経常経費の増加が見込ま

れる。有収率の維持向上も必要。

・省エネルギー対策を推進する。
・環境配慮に向け、引き続き導入の検討

が必要。しかしながらコスト面での課題

も残っている。

・専門性のある人材育成の手法を確立

する。

・職員の技術力、組織力を強化する。

・地域の中核的水道事業との間に必要

な連携体制を構築する。

・近隣水道事業者との必要な連携につい

ての検討が必要。

・渇水時にも安定供給が可能な水源を

確保する。

・保有している水源の水質悪化や河川水

の減少に伴い、新たな水源の確保に関す

る検討が必要。

・渇水時を想定した給水体制を構築す

る。

・渇水を想定したマニュアルを策定して

いるが、状況に合わせ定期的な見直しを

行っていく必要がある。

・水道サービスの向上に向けた情報収

集に積極的に取り組んでいるか。

・水道サービスに関する新しい知見及

び情報の収集、整理を行う。

・マンパワーが不足しており、通常業務

に注力し、新しい知見等の情報収集が行

えていない。

・累積欠損等の経営事情は改善してい

るか。

・業務に応じて適切に人材を確保して

いるか。

・水道職員の異動に伴い、経験年数が急

減しており、技術継承が課題である。財

政面から増員することは難しく、ＤＸに

よる技術継承を検討していくことが必

要。

持続

・広域化の取り組みは進んでいるか。

・渇水時を想定して水源を確保してい

るか。

・近隣水道事業者との協議を行っている

が、現状ではコストメリットに繋がるよ

うな事業が見い出せていない。
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表4-3 佐々町水道事業における課題②

分類
現状評価の結果又は将来の事業環境を

踏まえた課題の整理

(水道事業ビジョン作成の手引きより)

目標設定

(水道事業ビジョン作成の手引きより)
佐々町水道事業における課題(現状)

基本：水質管理体制を構築してい

るか。

基本：水質汚染事故等に備えた水

質管理体制を構築し、安全でおい

しい水の安定供給を継続する。

・より一層原水水質に適した浄水処理

を行う。

・原水水質及びその特徴を詳細に把握

する。

・水源周辺地域における水源汚染リス

クの監視、管理を強化する。

・水源汚染リスク軽減させる。

・水源保全のための取り組みを実施し

ているか。

・水質改善や水質監視・水質異常時の

対応などの流域関係者等との連携した

取り組みを推進する。

・水質検査の信頼性を確保している

か。

・適切な水質検査の実施、または適切

な水質検査機関への委託と検査結果の

確認を実施する。

・体制が整備された事業者へ委託する必

要がある。

・貯水槽水道の適切な衛生管理を行っ

ているか。

・全ての小規模貯水槽水道の設置者に

対する適切な指導を実施する。

・貯水槽水道を把握し、管理徹底を行う

必要がある。

・給水装置の安全性及び給水装置工事

業者の資質は確保できているか。

・給水装置に対する安全性を高め、給

水工事の事故を減少させる。

・事業者における技術者の減少が起きて

おり、職員の技術継承も課題となってい

る。

・鉛製給水管は残存しているか。 ・鉛製給水管を解消する。
・鉛製給水管残存箇所の把握が出来てい

ない。

・需要者への安全性に関する説明責任

を果たしているか。

・安全性に関する情報公開を積極的に

行う。
・安全性に関する説明が行えていない。

基本：水道施設の耐震化を計画的

に実施しているか。

基本：水道施設の必要な耐震性を

出来るだけ速やかに確保する。

・災害時の応急活動体制は構築できて

いるか。
・災害時の応急活動体制を構築する。

・災害時を想定したマニュアルを策定し

ている。

・基幹施設は必要な耐震性を確保でき

ているか。

・全ての基幹施設の必要な耐震性を確

保する、または必要な耐震性の確保に

向けた取り組みを計画的に実施する。

・施設の耐震性能の把握が出来ていな

い。

・応急給水体制及び他の水道事業者等

との応援体制を構築できているか。
・具体的な応急給水体制を構築する。

・災害時を想定したマニュアルを策定し

ている。

・重要給水施設を把握しているか。

・災害時にも重要給水施設への給水を

確保できるか。

・重要給水施設を把握し、重要給水施

設配水管の耐震性を確保する。

・重要給水施設は把握できているが、耐

震管でない配水管が数多く残っている。

・災害時の指揮命令系統は明確になっ

ているか。

・組織内で災害時の指揮命令系統の理

解度を向上させる。

・災害時を想定したマニュアルを策定し

ている。

・災害時においても資機材の調達が可

能か。

・近隣の水道事業者や業者との連携に

より、災害時においても資機材の調達

が可能な体制を構築する。

・大規模災害時における近隣事業体等と

の資機材調達や応援給水に関する協定整

備が必要。

・需要者への災害対策に関する情報の

周知は十分にできているか。

・災害時における住民との連携体制を

構築できているか。

・耐震化事業の必要性、応急給水拠点

や給水方法に関する需要者の理解度を

向上させる。

・非常時における対応の周知と住民との

連携強化に係る取り組みが必要。

・河川水や地下水を水源としており、水

源汚染のリスク管理が必要。

・水源に係るセキュリティ対策が必要。

・保有水源の水質が悪化しており、新た

な水源確保に合わせ、必要な処理方法の

検討が必要。

強靱

・水質汚染事故発生時等の危機時にお

いて適正な水質管理の実施が可能な体

制を構築しているか。

安全

・通常時において適正な水質管理の実

施が可能な体制を構築しているか。
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4.3 推進する実現施策

4.3.1 施策の体系
本計画で提示する施策の体系図は以下のとおりとします。

図4-4 施策体系図

将来へ持続できる
水道

広域化・共同化の検討

効率的で持続可能な事業運営の検討

広域化検討を行う場への参画

技術継承のための人員確保方策等の検討

効率的な施設配置と再構築 水源確保に向けた検討実施

送配水施設運用の適正化

適正な水道料金体系の検討適正な料金収入確保

より一層の経費縮減 効率的施設整備の検討

省エネルギー対策の推進 省エネルギー型施設整備の検討

渇水時を想定した給水体制の構築 渇水時対応マニュアルの更新

安全な水道

災害に強い
強靱な水道

原水水質に適した浄水処理の実施 水源水質に係る処理方法の検討

水源汚染リスクの軽減 水質汚染事故対応マニュアルの評価、更新

鉛製給水管の解消 鉛製給水管更新の実施

災害時の応急活動体制の構築 災害対策マニュアルの評価、更新

基幹水道施設の耐震化推進 水道施設の計画的耐震化推進

需用者への災害対策情報の周知 災害対策に関する広報実施

地域住民との防災訓練実施

貯水槽水道の衛生管理強化 効果的な受水槽管理方法の検討

水安全計画の評価、更新

目 標 基 本 施 策 実 施 方 策

安全で美味しい水をいつまでも

節水意識啓発事業の実施

近隣水道事業者との連携 業務継続計画（BCP）の策定検討

水道の安全性に関する広報活動実施

水安全計画の策定
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4.3.2 将来へ持続できる水道
（1）広域化・共同化の検討

令和５年３月に策定された「長崎県水道広域化推進プラン」に基づき、県と市町村
で構成する「長崎県水道事業広域連携推進会議」及び本町と近隣市町で構成する地域
ブロックにおいて、業務の一体化やシステムの共同化など周辺自治体との連携強化に
向け、以下のとおり検討を進めていきます。
・近隣水道事業等とのソフト面での連携
・施設の維持管理、水質管理等の各業務部門に関する共同化
・近隣水道事業等との施設の共同化、施設の共同整備
・近隣水道事業等との人事交流の実施

（2）効率的で持続可能な事業運営の検討
今後の水道事業の持続可能な事業運営の課題として、将来の更新投資による収支見

通しの悪化及び人材育成・技術の継承があります。
将来の更新投資による収支見通しの悪化については、費用の縮減・適正料金等の検

討を行い収支改善を図ることが必要です。
また、人材育成・技術継承については、一般会計との人事異動もあり、計画的な技

術職の配置を行うことが困難であり、現在の収支見通しでは、新たな技術職員の確保
も困難な状況であるため、以下のような検討を行いながら、事業運営及び技術の維持
に努めていきます。
・ＰＰＰ導入による技術力の確保
・ＩＣＴを活用した施設維持管理の実施
・ＤＸの推進

（3）効率的な施設配置と再構築
①水源水質確保に向けた検討実施

現在は水需要量を満足する水源を確保していますが、水質や取水能力に課題がある
水源もあることから、渇水や水質の悪化などにより、水源水量の不足が発生する可能
性もあります。新たな水源の確保も困難なことから、以下のような取り組みを行いな
がら新たな取水方法の検討及び既存水源の水質維持を進めていきます。
・河川水利権拡大に係る水利関係者との協議の場の設定
・近隣水道事業者との広域連携に係る協議の場の設定
・既存水源の使用機器のメンテナンスや有効な処理方法の選定
②送配水施設運用の適正化

既存施設の中には、配水水圧や配水池滞留時間の適正化など、改良すべき施設が多
くあり、これらは施設の更新に合わせ改良を行うことにより、効率的な施設としてい
く必要があります。

表４－４のとおり、課題のある送配水施設及び、これらの解消に向けた検討方針の
一覧を示します。
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表4-4 送配水施設の課題解消に向けた検討方針一覧

（4）適正な料金収入確保
本町の特徴として、工場用水量への依存度が高く、景気の影響を受け易い経営構造

となっています。また、給水人口の減少が予想される一方、老朽化施設の更新や耐震
化など多額の更新投資が発生する見込みとなっています。

将来に向けた安定的な経営を行うため、以下のとおり検討を進めていきます。
・中期的な更新需要等を勘案した水道料金への改定

（5）より一層の経費縮減
今後、老朽化施設の更新、水道施設の耐震化などを控えており、安定経営の持続の

ため、料金改定の検討と併せ、経費縮減が必要となります。
以下のとおり経費縮減に向けた検討を行います。

・アセットマネジメントの運用及び水需要予測に基づく効率的施設整備計画の策定
・施設更新時における省電力機器の積極的な活用
・継続的な漏水調査の実施及び計画的な管更新による有収率の維持、向上

（6）省エネルギー対策の推進
本町は地理的に高低差が大きいため揚水ポンプ設備が多い特徴があります。
経費節減及び環境負荷軽減を推進するため、以下のとおり検討、取り組みを行っ

ていきます。
・省電力機器の積極的な活用

No. 項 目 課 題 検 討 内 容

1

送配水管の兼用
・中央配水池送水
・北部配水池送水
・志方ポンプ所
・神田ポンプ所

運用上、配水池容量の不足、及び長期間
停電時の断水

新たな配水管の布設

2 南部中継ポンプ所への送水 時間配水量によっては着水量不足 新たな送水管の布設

3
道路外布設送配水管
・迎木場ポンプ所
・志方ポンプ所

布設位置が不明確で管理に支障 道路に布設替え

4 佐々川横断配水管 志方地区の安定給水 新設(橋梁添架含む)

5 江里第１ポンプ所 ポンプ棟の傾き ポンプ所改築
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（7）渇水時を想定した給水体制の構築
①渇水時対応マニュアルの更新

前述のとおり、水道水源確保は本町の最重要課題であり、今後広域連携も視野に含め、
水源の確保に取り組んでいく必要があります。

そこで、渇水時における給水体制の強化を図るため、以下のとおり取り組みを行いま
す。
・現在策定している渇水時対応マニュアルの評価、更新
・近隣事業者との応援体制構築に係る協議の場の設定
②節水意識啓発事業の実施

水道水源確保を広域連携も含め取り組んでいくものの、限りある水資源を有効に活用
するため、節水に関する情報発信や啓発活動を通し、町民の皆様の水道事業への理解が
深まるよう、節水意識啓発事業に取り組みます。

4.3.3 安全な水道
（1）原水水質に適した浄水処理の実施

水道水質基準は遵守している状況ですが、国においてＰＦＯＳ（ペルフルオロオクタ
ンスルホン酸）やＰＦＯＡ（ペルフルオロオクタン酸）等に係る新たな対応も検討され
ています。

引き続き、安全で安心な水道水を供給することを目的として以下のとおり取り組みま
す。
・新たな水質基準に対応する浄水方法の検討
・既存水源の使用機器のメンテナンスや有効な処理方法の検討

（2）水源汚染リスクの軽減
①水質汚染事故対応マニュアルの活用

万が一、水道水源の汚染事故が発生した場合、取水停止やこれに伴う減断水の発生な
ど、町民生活に多大な影響が発生する可能性があります。渇水時マニュアルと同様、水
質事故などが発生した場合の行動指針を予め定めておくことにより、町民の皆様への影
響を最小限に抑えられると考えます。
②水安全計画の活用

「水安全計画策定ガイドライン 平成２０年５月 厚生労働省健康局水道課」では、
水安全計画策定の目的と効果を「水安全計画は、水源から給水栓に至る水道システムに
存在する危害を抽出・特定し、それらを継続的に監視・制御することにより、安全な水
の供給を確実にするシステムづくりを目指すものである。」としています。

作成した水安全計画の取組とより良い水安全計画の見直しを検討していきます。
【安全性の向上】

現在水道水の安全性は、日々の浄水処理及び消毒効果の確認、並びに定期的に実施さ
れる水質検査によって確保されています。これらの取組に加えて、水源から給水栓に至
る水道システムに存在する危害原因事象を的確に把握し必要な対応をとることにより、
リスクが軽減され安全性の向上が図られます。
【維持管理の向上・効率化】

取水から給水に至る危害分析を行う中で、水道システム内に存在する危害原因事象が
明確となり、管理方法や優先順位が明らかになります。そのことにより、水道システム
全体の維持管理水準の向上や効率化が図られます。
【技術の継承】

水質監視、施設管理、運転制御等に関する技術的な事柄について、水源から給配水ま
でを一元的に整理し文書化することは、各水道事業者における技術の継承において極め
て有効です。
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【需要者への安全性に関する説明責任（アカウンタビリティ）】
水安全計画が文書化され、それに基づいた管理が行われていること及びその記録は、

常に安全な水が供給されていることを説明する上で有効な手段となります。
【一元管理】

水安全計画は、水道事業者が水道システム全体を総合的に把握して評価するものであ
り、管理の一元化・統合化が図られます。また、水安全計画は、施設の更新計画、改良
計画など水道施設のアセットマネジメントにも寄与するものです。
【関係者の連携強化】

水源から給水栓に至る全ての段階を視野に入れた危害評価・危害管理の検討により、
水道水源の水質改善や水質監視・水質異常時の対応などの流域関係者等との連携した取
組が推進されるとともに、貯水槽水道を含めた給水過程での水質管理の向上が図られま
す。

以上を考慮し、本町では、水道水質の安全性確保と、住民へのアカウンタビリティ向
上等を目的として、必要に応じ水安全計画の評価、更新を行っていきます。

（3）貯水槽水道の衛生管理強化
貯水槽水道とは、ビルやマンション等の建物内に設置されている受水槽以降の給水設

備の総称として、平成１３年に改正された水道法で定められたものです。管理を、設置
者（建物所有者や分譲マンションでは管理組合等）が行うこととされているため、管理
が行き届かず、住民などの水質不安の要因となることがあります。

このため、全ての受水槽設置者に対する適切な指導を実施するなど、効果的な受水槽
管理を継続・強化します。

（4）鉛製給水管の解消
①鉛製給水管更新の実施

本町では、給水管の鉛管使用について、水害等で以前提出された給水台帳等の書類が
なく確認の手段がないため、鉛製給水管残存箇所は把握できていません。

しかしながら、鉛製給水管による健康被害の恐れもあるため、鉛管撤去に向けて以下
のとおり取り組みます。
・給水管漏水修繕、配水管更新時における全線布設替え
・鉛製給水管布設可能性地区住民への鉛製給水管撤去啓発広報
②水道の安全性に関する広報活動実施

本町の水道水質に対して、水質試験の結果等をホームページに掲載し、安全性などに
ついて積極的な広報を行い、水道水に対する不安を払拭するための活動に取り組み、水
道利用者に、水道水を安心して利用して頂けるよう取り組むものとします。

また、水道に対する広報活動は、町民の皆様とのコミュニケーションの手段として有
効であると考えられ、水道事業に対する理解が深まることが期待されます。

引き続き、さまざまな広報媒体を通じ、積極的な情報発信の取組を行います。
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4.3.4 災害に強い強靭な水道
（1）災害時の応急活動体制の構築

大規模な地震などの災害発生時には、応急給水、復旧などの応急活動体制を早急に構
築することが必要となります。災害時を想定し作成した施設事故・停電対策マニュアル
どおりの初動対応が実施出来るよう、訓練の実施や住民への災害時の対応などの広報を
実施していきます。

（2）基幹水道施設の耐震化推進
ほとんどの水道施設において、耐震診断が未実施であり、耐震診断の実施が必要とな

ります。
ただし、管路を含む全水道施設の耐震化には莫大な費用を要するため、災害時の安定

した給水体制の維持を目的とし、避難所等の重要施設に係る基幹水道システムの耐震化
を優先的に取り組んでいきます。

（3）近隣水道事業者との連携、業務継続計画の策定検討
大規模な災害が発生した場合、水道の供給に必要な電力、薬品、資機材等の供給、災

害時における職員の確保等に制約が発生し、断水等の影響が長期にわたる可能性もあり
ます。このような事態に備え、近隣の水道事業者や業者との連携により、災害時におい
ても資機材の調達が可能な体制を構築する必要があります。

引き続き、県・近隣水道事業者との情報共有、協力体制など関係性の強化に向けて協
議の場の構築等の検討を行っていきます。

また、災害時の業務継続体制構築のため、水道事業業務継続計画を策定する必要があ
ります。

現在の応援体制、職員の状況等に基づく計画の策定に向けた検討を行っていきます。

（4）需用者への災害対策情報の周知
①災害対策に対する広報実施

災害により断水等が発生した場合に、応急給水がどこで実施されるかなどの情報を普
段から周知するため、各種媒体での広報の充実に取り組みます。
②地域住民との防災訓練実施

災害対策の広報の充実と併せ、町防災部局、福祉部局等と連携し防災訓練等に参加し、
災害時の応急給水方法などの周知に取り組みます。
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第５章 投資・財政計画

佐々町水道事業は、地域住民の生活水準の維持向上のため、佐々町の社会資本の一
つとして整備してきました。その普及率は、令和５年度末時点で９９．９％に達し、
地域住民の生活に欠かせない重要なライフラインとなっています。しかし、近年の水
需要の減少による収益の減少や、施設の更新・耐震化に伴う費用の増大など、様々な
問題を抱えており、さらなる運営基盤の強化が求められています。

水道事業を取り巻く経営環境が厳しくなる中で、施設の更新・耐震化整備を進め、
健全性を維持していくためには、経営状況について的確に現状を把握したうえで、徹
底した経営の効率化や施設管理の見直しに取り組む必要があります。

経営戦略は、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の
基本方針であり、その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備の投資見通しを
試算した計画と、財源の見通しを試算した計画によって作成し、投資以外の経費も含
めた上で、収入と支出が均衡するよう調整したものです。

今回は、令和元年から令和５年度までの決算状況と、令和６年度の当初予算の状況
を用いて、令和６年度から令和１６年度までの１１年間の収支を見込んだうえで、本
経営戦略の計画期間中（令和７年度から令和１６年度までの１０年間）に取り組むべ
き事業に要する費用とその財源を試算しました。

5.2 投資・財政計画の見通し

〈収益的収支〉
有収水量の減少に伴い、給水収益も減少し、現状のままでは健全な事業運営の継続

が困難となることが見込まれるため、令和９年度、令和１３年度での料金改定を検討
しています。

料金改定により、給水収益が段階的に増加することにより、令和９年度以降の損益
をプラスで維持することができ、収支のバランスを均衡させることが出来る見込みと
なります。

〈資本的収支〉
建設改良工事の実施計画については、前期水道事業ビジョンで検討を行った更新基

準（機械電気設備を法定耐用年数１.２５倍、その他の資産を法定耐用年数１.５倍ま
でに更新）の考え方を引継ぎ作成しています。

財源は、起債を事業費の７５％で借入れるものとしていますが、その他の収入がほ
とんど無く支出が収入を上回るため、資本的収支不足額が発生する見込みです。

このため、不足する財源については、減価償却費等の損益勘定留保資金、利益剰余
金や利益剰余金によって積み立てられた積立金等の補填財源を使用し補填することと
します。

料金改定については、収益的収支の損益改善のための改定幅を想定し試算していま
すが、資本的収支不足額の補填を行うことにより、現在の約９億円の資金残高が令和
１５年度決算において全て無くなる見込みとなっています。

このことから、毎決算ごとに収支見込を更新し資金残高の推移を判断しながら、必
要に応じ財政健全化の対応を十分に検討する必要があります。

5.1 投資・財政計画の基本事項
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図5-1 収支計画の見通し①
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図5-2 収支計画の見通し②
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図5-3 収支計画の見通し③

経常収支比率（料金改定前後）
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水道事業̲財政収支の見通し（R2～R9）※料金改定前
※R2～R5は決算値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

336,594 341,634 340,511 335,306 331,480 331,226 328,164 325,485

329,531 335,455 334,091 329,314 326,954 325,775 322,896 320,097

328,543 334,501 333,357 328,398 326,205 324,907 322,057 319,223

988 954 734 916 749 868 839 874

7,063 6,179 6,420 5,992 4,524 5,451 5,268 5,388

4,395 4,585 5,845 4,273 4,223 4,155 4,071 3,984

2,668 1,594 575 1,719 301 1,296 1,197 1,404

0 0 0 0 2 0 0 0

243,303 251,162 268,344 273,327 311,533 310,695 304,997 329,853

236,057 244,977 263,029 267,788 306,294 304,402 297,671 319,877

145,580 154,628 169,394 157,879 189,012 182,710 174,490 175,680

88,143 88,682 88,715 105,081 113,477 117,174 118,797 139,962

2,334 1,667 4,920 4,828 3,805 4,518 4,384 4,235

0 0 0 0 0 0 0 0

7,236 6,185 5,314 5,539 5,237 6,293 7,326 9,976

6,898 5,999 5,121 5,475 5,236 6,146 7,191 9,861

338 186 193 64 1 148 135 116

10 0 1 0 2 0 0 0

93,291 90,472 72,167 61,979 19,947 20,531 23,167 △ 4,368

153,493 122,482 458,244 253,720 343,000 381,100 637,500 194,100

393 882 1,522 1,320 0 0 0 0

393 882 1,522 1,320 0 0 0 0

0 0 6,222 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

153,100 121,600 450,500 252,400 343,000 381,100 637,500 194,100

0 0 0 0 0 0 0 0

380,568 303,835 681,035 453,194 579,702 661,200 1,013,986 459,335

330,930 243,085 611,255 352,439 464,446 522,097 864,000 272,800

49,638 60,750 69,780 100,755 115,256 139,103 149,986 186,535

30,014 22,099 55,558 32,040 42,222 47,463 78,545 24,800

△ 227,075 △ 181,353 △ 222,791 △ 199,474 △ 236,702 △ 280,100 △ 376,486 △ 265,235

209,387 198,335 215,515 199,655 175,228 185,530 220,822 160,645

30,014 22,099 55,558 32,040 42,222 47,463 78,545 24,800

86,082 85,764 87,790 105,636 113,059 117,536 119,110 140,213

93,291 90,472 72,167 61,979 19,947 20,531 23,167 △ 4,368

△ 17,688 16,982 △ 7,276 181 △ 61,474 △ 94,569 △ 155,664 △ 104,590

909,585 926,567 919,291 919,472 857,998 763,429 607,764 503,174

（単位：千円）

補償金

国庫補助金

うち消費税 (H)

企業債

項 目

収
益
的
収
支

(

税
抜
き

)

長期前受金戻入 (B)

その他

特別利益

その他

営業外費用

費用

収益 (A)

営業収益

水道料金

資
本
的
収
支

(

税
込
み

)

工事等他会計負担金

収支不足額 (K)=(G)-(I)

企業債償還元金

うち消費税 (J)

支出 (I)

建設改良費

収入 (G)

他会計支出金

営業外収益

その他

費用 (C)

営業費用

純利益 (F)=(A-C)

減価償却費 (D)

資産減耗費 (E)

企業債償還利息

その他

特別損失

単年度収支 (M)=(K)+(L)

内部留保資金（累積） (N)=n-1(N)+(M)
 ※損益勘定留保資金、利益剰余金、積立金

補填財源 計 (L)

消費税資本的収支調整額 (J)-(H)
補
填
財
源

損益勘定留保資金 (D)+(E)-(B)

利益剰余金 (=F)
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水道事業̲財政収支の見通し（R10～R16）※料金改定前
R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

322,457 319,525 316,718 313,744 310,818 307,868 304,807

317,267 314,462 311,682 308,732 305,802 302,887 299,986

316,406 313,604 310,818 307,871 304,941 302,025 299,125

861 858 864 861 861 862 861

5,191 5,063 5,035 5,012 5,016 4,981 4,820

3,892 3,763 3,701 3,701 3,701 3,661 3,505

1,299 1,300 1,334 1,311 1,315 1,320 1,315

0 0 0 0 0 0 0

332,778 336,563 337,039 350,509 345,504 349,285 351,771

322,801 326,209 326,591 339,917 334,848 338,611 341,406

174,219 174,143 173,756 183,316 175,340 176,099 175,650

144,203 147,734 148,519 152,259 155,177 158,182 161,422

4,379 4,333 4,316 4,342 4,330 4,329 4,334

0 0 0 0 0 0 0

9,977 10,354 10,449 10,591 10,657 10,673 10,366

9,844 10,226 10,323 10,463 10,530 10,546 10,238

133 128 125 129 127 127 128

0 0 0 0 0 0 0

△ 10,320 △ 17,038 △ 20,322 △ 36,765 △ 34,686 △ 41,416 △ 46,964

219,700 161,950 180,000 180,000 183,700 141,000 120,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

219,700 161,950 180,000 180,000 183,700 141,000 120,000

0 0 0 0 0 0 0

485,807 414,307 459,104 471,104 488,104 443,350 424,750

306,800 229,800 263,800 263,800 268,800 211,800 183,800

179,007 184,507 195,304 207,304 219,304 231,550 240,950

27,890 20,890 23,981 23,981 24,436 19,254 16,709

△ 266,107 △ 252,357 △ 279,104 △ 291,104 △ 304,404 △ 302,350 △ 304,750

162,260 152,155 152,793 140,117 145,556 136,688 131,995

27,890 20,890 23,981 23,981 24,436 19,254 16,709

144,690 148,303 149,134 152,900 155,806 158,851 162,251

△ 10,320 △ 17,038 △ 20,322 △ 36,765 △ 34,686 △ 41,416 △ 46,964

△ 103,847 △ 100,202 △ 126,311 △ 150,987 △ 158,848 △ 165,662 △ 172,755

399,327 299,125 172,814 21,827 △ 137,021 △ 302,683 △ 475,438

（単位：千円）

補填財源 計 (L)

消費税資本的収支調整額 (J)-(H)
補
填
財
源

損益勘定留保資金 (D)+(E)-(B)

利益剰余金 (=F)

減価償却費 (D)

資産減耗費 (E)

企業債償還利息

その他

特別損失

項 目

収
益
的
収
支

(

税
抜
き

)

長期前受金戻入 (B)

その他

特別利益

その他

営業外費用

費用

費用 (C)

営業費用

収益 (A)

営業収益

水道料金

営業外収益

その他

純利益 (F)=(A-C)

補償金

国庫補助金

うち消費税 (H)

企業債

単年度収支 (M)=(K)+(L)

内部留保資金（累積） (N)=n-1(N)+(M)
 ※損益勘定留保資金、利益剰余金、積立金

資
本
的
収
支

(

税
込
み

)

工事等他会計負担金

収支不足額 (K)=(G)-(I)

企業債償還元金

うち消費税 (J)

支出 (I)

建設改良費

収入 (G)

他会計支出金
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水道事業̲財政収支の見通し（R2～R9）※料金改定後
※R2～R5は決算値 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

336,594 341,634 340,511 335,306 331,480 331,226 328,164 355,485

329,531 335,455 334,091 329,314 326,954 325,775 322,896 350,097

328,543 334,501 333,357 328,398 326,205 324,907 322,057 349,223

988 954 734 916 749 868 839 874

7,063 6,179 6,420 5,992 4,524 5,451 5,268 5,388

4,395 4,585 5,845 4,273 4,223 4,155 4,071 3,984

2,668 1,594 575 1,719 301 1,296 1,197 1,404

0 0 0 0 2 0 0 0

243,303 251,162 268,344 273,327 311,533 310,695 304,997 329,853

236,057 244,977 263,029 267,788 306,294 304,402 297,671 319,877

145,580 154,628 169,394 157,879 189,012 182,710 174,490 175,680

88,143 88,682 88,715 105,081 113,477 117,174 118,797 139,962

2,334 1,667 4,920 4,828 3,805 4,518 4,384 4,235

0 0 0 0 0 0 0 0

7,236 6,185 5,314 5,539 5,237 6,293 7,326 9,976

6,898 5,999 5,121 5,475 5,236 6,146 7,191 9,861

338 186 193 64 1 148 135 116

10 0 1 0 2 0 0 0

93,291 90,472 72,167 61,979 19,947 20,531 23,167 25,632

153,493 122,482 458,244 253,720 343,000 381,100 637,500 194,100

393 882 1,522 1,320 0 0 0 0

393 882 1,522 1,320 0 0 0 0

0 0 6,222 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

153,100 121,600 450,500 252,400 343,000 381,100 637,500 194,100

0 0 0 0 0 0 0 0

380,568 303,835 681,035 453,194 579,702 661,200 1,013,986 459,335

330,930 243,085 611,255 352,439 464,446 522,097 864,000 272,800

49,638 60,750 69,780 100,755 115,256 139,103 149,986 186,535

30,014 22,099 55,558 32,040 42,222 47,463 78,545 24,800

△ 227,075 △ 181,353 △ 222,791 △ 199,474 △ 236,702 △ 280,100 △ 376,486 △ 265,235

209,387 198,335 215,515 199,655 175,228 185,530 220,822 190,645

30,014 22,099 55,558 32,040 42,222 47,463 78,545 24,800

86,082 85,764 87,790 105,636 113,059 117,536 119,110 140,213

93,291 90,472 72,167 61,979 19,947 20,531 23,167 25,632

△ 17,688 16,982 △ 7,276 181 △ 61,474 △ 94,569 △ 155,664 △ 74,590

909,585 926,567 919,291 919,472 857,998 763,429 607,764 533,174

単年度収支 (M)=(K)+(L)

内部留保資金（累積） (N)=n-1(N)+(M)
 ※損益勘定留保資金、利益剰余金、積立金

補填財源 計 (L)

消費税資本的収支調整額 (J)-(H)
補
填
財
源

損益勘定留保資金 (D)+(E)-(B)

利益剰余金 (=F)

営業外収益

その他

費用 (C)

営業費用

純利益 (F)=(A-C)

減価償却費 (D)

資産減耗費 (E)

企業債償還利息

その他

特別損失

資
本
的
収
支

(

税
込
み

)

工事等他会計負担金

収支不足額 (K)=(G)-(I)

企業債償還元金

うち消費税 (J)

支出 (I)

建設改良費

収入 (G)

他会計支出金

（単位：千円）

補償金

国庫補助金

うち消費税 (H)

企業債

項 目

収
益
的
収
支

(

税
抜
き

)

長期前受金戻入 (B)

その他

特別利益

その他

営業外費用

費用

収益 (A)

営業収益

水道料金
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水道事業̲財政収支の見通し（R10～R16）※料金改定後
R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

352,457 349,525 346,718 373,744 370,818 367,868 364,807

347,267 344,462 341,682 368,732 365,802 362,887 359,986

346,406 343,604 340,818 367,871 364,941 362,025 359,125

861 858 864 861 861 862 861

5,191 5,063 5,035 5,012 5,016 4,981 4,820

3,892 3,763 3,701 3,701 3,701 3,661 3,505

1,299 1,300 1,334 1,311 1,315 1,320 1,315

0 0 0 0 0 0 0

332,778 336,563 337,039 350,509 345,504 349,285 351,771

322,801 326,209 326,591 339,917 334,848 338,611 341,406

174,219 174,143 173,756 183,316 175,340 176,099 175,650

144,203 147,734 148,519 152,259 155,177 158,182 161,422

4,379 4,333 4,316 4,342 4,330 4,329 4,334

0 0 0 0 0 0 0

9,977 10,354 10,449 10,591 10,657 10,673 10,366

9,844 10,226 10,323 10,463 10,530 10,546 10,238

133 128 125 129 127 127 128

0 0 0 0 0 0 0

19,680 12,962 9,678 23,235 25,314 18,584 13,036

219,700 161,950 180,000 180,000 183,700 141,000 120,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

219,700 161,950 180,000 180,000 183,700 141,000 120,000

0 0 0 0 0 0 0

485,807 414,307 459,104 471,104 488,104 443,350 424,750

306,800 229,800 263,800 263,800 268,800 211,800 183,800

179,007 184,507 195,304 207,304 219,304 231,550 240,950

27,890 20,890 23,981 23,981 24,436 19,254 16,709

△ 266,107 △ 252,357 △ 279,104 △ 291,104 △ 304,404 △ 302,350 △ 304,750

192,260 182,155 182,793 200,117 205,556 196,688 191,995

27,890 20,890 23,981 23,981 24,436 19,254 16,709

144,690 148,303 149,134 152,900 155,806 158,851 162,251

19,680 12,962 9,678 23,235 25,314 18,584 13,036

△ 73,847 △ 70,202 △ 96,311 △ 90,987 △ 98,848 △ 105,662 △ 112,755

459,327 389,125 292,814 201,827 102,979 △ 2,683 △ 115,438

（単位：千円）

補填財源 計 (L)

消費税資本的収支調整額 (J)-(H)
補
填
財
源

損益勘定留保資金 (D)+(E)-(B)

利益剰余金 (=F)

減価償却費 (D)

資産減耗費 (E)

企業債償還利息

その他

特別損失

項 目

収
益
的
収
支

(

税
抜
き

)

長期前受金戻入 (B)

その他

特別利益

その他

営業外費用

費用

費用 (C)

営業費用

収益 (A)

営業収益

水道料金

営業外収益

その他

純利益 (F)=(A-C)

補償金

国庫補助金

うち消費税 (H)

企業債

単年度収支 (M)=(K)+(L)

内部留保資金（累積） (N)=n-1(N)+(M)
 ※損益勘定留保資金、利益剰余金、積立金

資
本
的
収
支

(

税
込
み

)

工事等他会計負担金

収支不足額 (K)=(G)-(I)

企業債償還元金

うち消費税 (J)

支出 (I)

建設改良費

収入 (G)

他会計支出金
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5.3 投資・財政計画の策定にあたっての説明

5.3.1 収支計画のうち投資についての説明

（1）老朽化施設の更新
老朽化した水道施設及び管路の更新により、施設能力の向上や漏水率の軽減が見込

まれます。
これらの更新については、中長期的な経営を見通したうえで、料金改定及び企業債

の借入れを考慮し、財政を逼迫しない範囲で更新費を設定し、今後、予定される施設
の統廃合、施設診断・更新評価結果を踏まえた前倒し、先送り等を考慮して、計画的
な施設・設備、管路の更新を行っていきます。

（2）水道施設の耐震化
水道施設の耐震化については、上下水道耐震化計画に基づいて、施設の更新時に耐

震性を有する設計、資機材を用いることで対応を行っていきます。

（3）事業費の見込み
令和１６年度（２０３４年）までに実施する事業費については、経営状況、更新計

画を踏まえ、投資的（建設改良）事業計画に基づき、毎年度２～３億円／年を見込み
ます。

表5-1 資本的支出の算定条件

※投資的（建設改良）事業計画は４５，４６ページのとおり

款 項 目 節 算定方法
土地購入費 ポンプ所築造を計画している用地購入費を見込む

機械購入費

・毎年度、量水器購入を見込む
・複数の配水池・ポンプ所にて電磁式メーター（電池式）を
採用しているため、電池寿命の８年間での購入を見込む
・ポンプを３年に１回の頻度での１台購入を見込む

車両購入費 購入から２０年経過する公用車の購入費を見込む

工具器具及び備品 近年の実績平均値により毎年度２０万円を見込む

委託料 投資的（建設改良）事業計画に基づく

工事請負費 投資的（建設改良）事業計画に基づく

企業債償還金 企業債償還金 企業債償還金
既往債：償還計画表に基づく
新規分：対象外となる事業（舗装補修工事等）以外は全て借
り入れるものとして、１５年間償還にて見込む

資
本
的
支
出

建設改良費
固定資産購入費

施設改良費
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★…上下水道耐震化計画に基づく耐震化事業

R6 R7

区分 事業名 区分 事業名

羽須和地区配水管更新設計業務委託料 佐々町全域配水管業務委託

浄水場送水ポンプ室築造工事施工監理業務委託料 浄水場送水ポンプ室築造工事施工監理業務委託料

機械
装置

固定資産購入費 機械
装置

固定資産購入費

★浄水場送水ポンプ室築造工事 ★浄水場送水ポンプ室築造工事

迎木場地区増圧ポンプ新設工事 佐々川取水ポンプ着脱装置更新工事

角山地区増圧ポンプ新設工事 町道中央海岸線配水管更新工事（４工区）

１号沈殿池フロキュレータ更新工事（その２） 町道三柱神社線配水管新設工事

角山配水池計装設備改修工事 ★町道里千本公園線配水管更新工事

平野地区配水管更新工事 小春地区配水管更新工事

その他の配水管更新事業

舗装補修工事

★町道中央海岸線配水管更新工事（３工区）

野寄地区配水管更新工事

口石地区配水管更新工事

羽須和免三柱神社下配水管更新工事

迎木場地区家庭用給水ポンプ設置工事

2号ろ過池GLFコントロールユニット更新工事

R8 R9

区分 事業名 区分 事業名

佐々町全域配水管業務委託

分筆業務委託

浄水場送水ポンプ室築造工事施工監理業務委託料

機械
装置

固定資産購入費 機械
装置

固定資産購入費

★浄水場送水ポンプ室築造工事 ★中央配水池配水管分離更新工事（６工区）

★中央配水池配水管分離更新工事（５工区） 町道市瀬団地線配水管更新工事

町道中央海岸線配水管更新工事（５工区） 町道都市計画街路5号線配水管更新工事

町道市瀬線配水管更新工事 町道芳ノ浦線配水管更新工事

町道都市計画街路4号線配水管更新工事

町道四ツ井樋線配水管更新工事

町道芳ノ浦炭鉱線他1路線配水管更新工事 町道新浜迎線配水管更新工事

町道第３保育所線配水管新設工事 町道芳ノ浦公園線配水管更新工事

★町道駅前線配水管更新工事 その他の配水管更新事業

その他の配水管更新事業 舗装補修工事

舗装補修工事

水道事業̲投資的（建設改良）事業計画【R6～R9】

委
託

一般国道２０４号交通安全施設等整備工事に
伴う配水管更新工事（４工区）

工
事

工
事

地方主要道佐々鹿町江迎線配水管更新工事
（４工区）工

事

佐々町全域配水管業務委託
委
託

委
託

工
事

委
託
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★…上下水道耐震化計画に基づく耐震化事業

R10 R11

区分 事業名 区分 事業名

佐々町全域配水管業務委託

分筆業務委託
機械
装置

固定資産購入費 機械
装置

固定資産購入費

北部配水池配水管分離更新工事（1工区） 北部配水池配水管分離更新工事（2工区）

★志方ポンプ所築造工事 志方地区橋梁添架配水管新設工事

町道上原線配水管更新工事 町道神田市瀬線支－１配水管更新工事

町道口石水道線配水管更新工事 その他の配水管更新事業

その他の配水管更新事業 舗装補修工事

舗装補修工事

R12 R13

区分 事業名 区分 事業名

委託 佐々町全域配水管業務委託 委託 佐々町全域配水管業務委託
機械
装置

固定資産購入費 機械
装置

固定資産購入費

志方地区配水管更新工事 江里第一ポンプ所築造工事

その他の配水管更新事業 その他の配水管更新事業

舗装補修工事 舗装補修工事

R14 R15

区分 事業名 区分 事業名

委託 佐々町全域配水管業務委託 委託 佐々町全域配水管業務委託
機械
装置

固定資産購入費 機械
装置

固定資産購入費

江里地区送水管更新工事 江里地区配水管更新工事

その他の配水管更新事業 その他の配水管更新事業

舗装補修工事 舗装補修工事

R16

区分 事業名

委託 佐々町全域配水管業務委託
機械
装置

固定資産購入費

その他の配水管更新事業

舗装補修工事

佐々町全域配水管業務委託

水道事業̲投資的（建設改良）事業計画【R10～R16】

委
託

委
託

工
事

工
事工

事

工
事

工
事

工
事

工
事
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5.3.2 収支計画のうち財源についての説明

（1）収益的収入
水道事業の主な営業収益である給水収益（水道料金）は、年間有収水量に供給単価

（令和５年度決算値ベース）を乗じて算定しました。
有収水量の算定根拠については、国立社会保障・人口問題研究所の推計に基づいた

人口から給水人口を試算し、年間有収水量を見込みました。
用途別としては、一般用は１人あたり有収水量を令和５年度決算数値を一定として

算出し、一般用以外（営業用・工場用・官公・学校等）は有収水量の前年数値に９
９％を乗じて算定しました。

算定結果は、本書１８ページ「３．３ 給水収益の見通し」図３－２のとおりと
なっており、令和５年度決算として３２８，３９８千円だった給水収益が、令和１６
年度には２９９，９８６千円となり、それ以降も減収していく見込みとなっておりま
す。

給水収益以外の収益的収入の算定条件は表５－２のとおりです。

表5-2 収益的収入の算定条件

款 項 目 節 算定方法

給水収益 水道料金

（給水収益：年間有収水量×供給単価）
国立社会保障・人口問題研究所の推計に基づいた人口から給水人口を試
算し、年間有収水量を見込む
※一般用の１人当たり有収水量は令和５年度数値を一定で算定
 一般用以外（営業用等）は有収水量の前年数値に９９％を乗じて算定

受託工事収益 受託工事収益 見込まない（近年の収入実績による）

手数料
（工事検査手数料、指定工事店申請・更新手数料 等）
直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

その他収益
（コピー代）
直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

受取利息及び
配当金

貸付金利息 直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

他会計負担金 他会計負担金
（消火栓維持管理負担金・消火栓修繕負担金）
直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

長期前受金戻入 長期前受金戻入
既往の戻入額を見込む（新規の長期前受金戻入は予測が困難であるため
見込まない）

雑収益 その他雑収益
（権限移譲等交付金、消費税及び地方消費税還付加算金 等）
直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

見込まない（近年の収入実績による）

その他特別利益 その他特別利益 見込まない（近年の収入実績による）

水
道
事
業
収
益

営業収益

営業外収益

特別利益

その他営業収益
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（2）資本的収入
水道事業の主な資本的収入は企業債であり、「投資的（建設改良）計画」に基づき借

り入れます。対象外となる事業（舗装補修工事）以外は全て借り入れるものとして、事
業費に対して充当率７５％で見込むこととします。地方公共団体金融機構から利率０．
６００％で借り入れることとしておりますが、近年は資金振替により市中銀行から借り
入れた実績もあり、利率がさらに上がることも想定されます。

また、据置期間なしの償還期間１５年で設定しておりますが、今後の経営状況によっ
ては、耐用年数に合わせた上限４０年で借り入れることも検討を進めていきます。

企業債以外の資本的収入の算定条件は表５－３のとおりです。

表5-3 資本的収入の算定条件

図5-4 企業債の見通し

63,900

450,500

637,500

161,950

120,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（千円）

（年度）

款 項 目 節 算定方法
他会計支出金 他会計負担金 他会計負担金 予測が困難であるため見込まない

補償金 補償金 配水管移設補償費 予測が困難であるため見込まない

国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 見込まない（近年の収入実績による）

企業債 企業債 企業債

既往債：償還計画表に基づく
新規分：対象外となる事業（舗装補修工事等）以外
は全て借り入れるものとする。
 借入先：地方公共団体金融機構
 充当率：７５％
 利率：０．６００％
 償還方法：元金均等方式
 償還期間：１５年
 据置期間：なし

資
本
的
収
入
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5.3.3 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

表5-4 収益的支出の算定条件①

（1）収益的支出
収益的支出については、令和５年度決算に基づく一定値、直近３年間の実績値（見

込み含む）の平均値、近年の実績に基づいて見込むなど、それぞれの費目に応じて算
定しております。

また、人件費には昇給分として０．５％を加算、備消品費・燃料費・委託料等には
物価高騰率として１％～５％を加算しております。

算定結果は、「図５－１ 収支計画の見通し①」のとおりとなっており、毎年度３
～３．５億円／年となりました。

収益的支出の各費目の算定条件は表５－４、５－５のとおりです。

款 項 目 節 算定方法

人件費

（給料＋手当＋賞与引当金繰入額＋法廷福利費＋退職給
付費）
直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値に０.５％を
加算して見込む

人件費以外

（旅費＋備賞消品費＋光熱水費＋印刷製本費＋食糧費＋
通信運搬費＋委託料＋手数料＋使用料＋賃借料＋修繕費
＋厚生費＋負担金＋保険料＋公課費＋貸倒引当金繰入
額）
直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値に０.５％を
加算して見込む
ただし、令和６～８年度については物価高騰分として５
００万円を加算して見込む

減価償却費
有形固定資産
減価償却費

既設分：予定償却費により計上
新設分：投資的（建設改良）事業計画（案）に基づき別
途加算

資産減耗費 固定資産除却費 直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

その他営業費用 見込まない（近年の支出実績による）

支払利息及び企業債
取扱諸費

企業債利息

既往債：償還計画表に基づく
新規分：対象外となる事業（舗装補修工事等）以外は全
て借り入れるものとして、１５年間償還にて見込む
※利率：０．６００％

雑支出 その他雑支出 直近３年間の実績値（見込み含む）の平均値

過年度損益修正損
過年度損益
修正損

見込まない（近年の支出実績による）

その他特別損失 その他特別損失 見込まない（近年の支出実績による）

総係費

営
業
外
費
用
特
別
損
失

水
道
事
業
費
用

営
業
費
用
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表5-5 収益的支出の算定条件②

款 項 目 節 算定方法

備消品費
毎年度２０万円として、３年に１回の頻度で５０万円とし
て見込み、物価高騰率５％を加算

光熱水費 令和５年度決算見込額で一定

委託料

・通年実施している業務（汚泥処理、水質検査等）は令和
５年度決算値を基準として、毎年度１％を加算して見込む
・周期的な業務（薬注ポンプＯＨ等）は毎年度６０万円を
見込む
・深井戸更生、汚泥搔寄機分解整備は４年毎に５００万円
を見込む
・その他業務（河川浚渫・廃棄物処分等）は毎年度５０万
円を見込む

賃借料
非常用発電機レンタル費用として令和８年度まで見込む
（令和９年度以降は送水ポンプ室築造工事竣工により不
要）

修繕費 令和５年度当初予算額６００万円で一定

動力費 令和６年度決算見込額で一定

薬品費 令和５年度決算見込額で一定

材料費 毎年度２０万円で一定

備消品費
毎年度２０万円として、３年に１回の頻度で５０万円とし
て見込み、物価高騰率５％を加算

燃料費 毎年度２０万円として、物価高騰率２％を加算

委託料

・量水器取替業務は過去５年平均値の５００万円で一定
・小浦工業団地貯水槽給水装置分解業務は、機械設備を５
年に１回の頻度で１００万円、電気設備を８年に１回の頻
度で４００万円を基準として、物価高騰率５％を加算
・追塩装置分解整備業務は５年に１回の頻度で３０万円を
基準として、物価高騰率５％を加算
・その他業務（漏水調査、清掃業務等）は３５０万円を基
準として、物価高騰率１％を加算

賃借料 毎年度３０万円で一定

修繕費 毎年度１，０００万円で一定

路面復旧費 毎年度２００万円で一定

動力費 令和６年度決算見込額で一定

材料費 毎年度１００万円で一定

受託工事費 材料費 見込まない（近年の支出実績による）

原水及び浄水費

配水及び給水費

水
道
事
業
費
用

営
業
費
用
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第６章 フォローアップ（事後検証）

水道事業ビジョン・経営戦略として令和１６年度までに実施する施策を整理しまし
たが、本計画をより実効性のある計画とするため、定期的なフォローアップを実施し
ます。

フォローアップを行うにあたっては、事業の進捗（Ｄｏ）に対する目標達成状況を
確認（Ｃｈｅｃｋ）し、改善について検討（Ａｃｔｉｏｎ）した上で新たな計画を策
定（Ｐｌａｎ）する、ＰＤＣＡサイクルを意識し、着実な計画の実施に努めます。

Plan・計画の策定 Do・事業の進捗

Check・目標達成状況の確認Action・改善の検討

図6-1 ＰＤＣＡサイクル
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